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１ 本県の火山（概況）

◆ 桜島の概要

○ 周 囲 約５２ｋｍ

○ 標 高 北岳 １，１１７ｍ

南岳 １，０４０ｍ

（昭和火口 約８００ｍ）

○ 居住状況 人口 約５，０００人

◆ 全国の活火山 １１０火山

第１位 東京都 （２１火山）

第２位 北海道 （２０火山）

第３位 鹿児島県（１１火山）

○ 全国の１０％が本県に分布

○ 離島火山や海底火山もある

北 岳

中 岳

南 岳

昭和火口

◆ 桜島の活動状況（昭和３０年以降）

【桜島の爆発回数】単位：回 H25.8.16(12時)現在

S31 S32 S33 S34 S35 S36 S37 S38 S39 S40 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S49

南岳 115 57 83 109 414 196 89 136 88 29 44 127 37 22 19 10 108 144 362

S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5

南岳 199 176 223 231 149 277 233 233 413 332 474 216 106 155 44 119 295 165 91

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

南岳 148 226 171 35 103 237 169 110 59 17 11 12 15 10 4 3 0 2 2 0

昭和 － － － － － － － － － － － － 0 0 25 545 896 994 883 490

合計 148 226 171 35 103 237 169 110 59 17 11 12 15 10 29 548 896 996 885 490
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桜島の爆発回数（年別）

【昭和３０年～平成２５年】

昭和火口

南岳山頂

昭和60年

南岳山頂 474回 平成21年
南岳山頂 3回
昭和火口 545回

平成22年
昭和火口 896回

昭和35年
南岳山頂 414回

平成23年
南岳山頂 2回
昭和火口 994回爆発回数 累計 １１，４９３回

（昭和30年10月～平成25年8月16日12時現在）

S30年 6回
※ S30.10～

平成24年
南岳山頂 2回
昭和火口 883回

平成25年
南岳山頂 0回
昭和火口 490回
合 計 490回
(8月16日12時現在)



２ 本県の火山防災体制（概要）

◆ 火山防災体制（一覧）

常時観測 火山防災 火山ﾊｻﾞｰﾄﾞ 具体的

火山 導入 位置付け 災害要因 協議会設置 ﾏｯﾌﾟ整備 避難計画

 1 知床硫黄山 北海道 － － － － － － －

：

86 福江火山群 長崎県

87 霧島山 宮崎県・鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

88 米丸・住吉池 鹿児島県 － － ○ － － － －

89 若尊 鹿児島県 － － ○ － － － －

90 桜島 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

91 池田・山川 鹿児島県 － － ○ － － － －

92 開聞岳 鹿児島県 － － ○ － － － －

93 薩摩硫黄島 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

94 口永良部島 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

95 口之島 鹿児島県 － － ○ ○ － － －

96 中之島 鹿児島県 － － ○ ○ － － －

97 諏訪之瀬島 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

98 硫黄鳥島 沖縄県 （県：5） （県：5） （県：11） （県：7） （県：5） （県：5） （県：2）

：

110 泊山 北方領土(国後島) － － － － － － －

47 29 － － 25 37 2

※ L2：三宅島

県地域防災計画
火山名

噴火警戒レベル

－

－

H25.8.7現在

：

所在地

合 計（全国）

（県：L3（2)，L2（1)）

L3（2)，L2（2)

新燃岳（3）
御　鉢（1）

：

－

－

3

－

－

－

－

1

1

2

大正３（1914）年 　桜島大正噴火（１月12日）

昭和２（1927）年 県 　桜島大正噴火誌の発行（災害の状況と救済の経緯）

昭和30（1955）年 　桜島登山の禁止（噴石による死者発生に伴う措置）

昭和32（1957）年 市等 　桜島一周の避難道路の開通（桜島口～黒神，黒神～高免の溶岩を掘削）※S30年から着手

昭和36（1961）年 国 　災害対策基本法の制定

昭和39（1964）年 県 　県地域防災計画の策定（桜島爆発対策を含む）

市 　各市において地域防災計画の策定（鹿児島市，垂水市）

昭和42（1967）年 県 　桜島爆発対策細部計画を策定（県地域防災計画の実施細目）

昭和46（1971）年 県市 　桜島火山爆発総合防災訓練（以降，毎年１月12日を目安に実施）

昭和48（1973）年 国 　活動火山周辺地域における避難施設等の整備等に関する法律の制定

市 　桜島島内が避難施設緊急整備地域に指定（S53年に垂水市の一部地域が追加指定）

　　※ S48～S54にかけて事業費約26億円で退避舎，避難港，避難道路などの施設整備を実施

昭和53（1978）年 国 　活動火山対策特別措置法の制定

昭和59（1984）年 市 　南岳山頂火口から半径２kmを警戒区域に設定（災害対策基本法第63条に基づく）

平成４（1992）年 県等 　桜島火山災害危険予測調査検討委員会を設置（県，鹿児島市，垂水市，桜島町）

　　※H6に桜島火山噴火災害危険区域予測図（ハザードマップ）を作成・公表

平成６（1994）年 市 　桜島火山防災マップ及びポケットブックの作成・配布（鹿児島市・垂水市）

県 　桜島爆発対策細部計画の改訂（桜島火山噴火災害危険区域予測図の成果に基づく）

平成９（1997）年 県 　県地域防災計画の改定（火山災害対策編の独立・新設）

平成14（2002）年 国等 　桜島火山防災検討会の設置(H14年度)，桜島火山防災検討委員会(H15年度～)

　　災害予測区域図検討部会(H15～H16)，危機管理検討部会(H17～H19)

　　防災啓発検討部会(H17～H19)，緊急減災砂防計画検討部会(H19～) 

平成18（2006）年 市 　桜島火山防災マップ（改訂版）の作成・配布（鹿児島市）

市 　昭和火口から半径２kmを警戒区域に追加設定（災害対策基本法第63条に基づく）

平成19（2007）年 国等 　桜島広域火山防災マップの作成（桜島火山防災検討委員会防災啓発検討部会）

平成22（2010）年 市 　桜島火山ハザードマップ（改訂版）の作成・配布（鹿児島市）

国，県，市等の取組み状況

◆ 桜島における避難体制確立の経緯



３ 桜島の避難計画（事例）

◆ 具体的な避難計画の事例

○ 複数の噴火シナリオと
火山ハザードマップ等の
整備

・複数の噴火シナリオは，
県地域防災計画（火山
災害対策編）に記載

・火山ハザードマップは，
鹿児島市において作成
配布（最新版H22.3月）

※「噴火時等の避難に係る火山防災体制の指針」と既定計画等との比較

○ 火山現象の想定
・想定される現象や噴火警戒レベルに応じた防災
対応を整理
（鹿児島市地域防災計画 第38節桜島爆発対策計画）

○ 避難ルート・輸送手段の特定

「8.避難計画」において，避難指示に実施基準か
ら避難に関する交通手段，避難所の設置，残留者
等の安全対策などを整理

（鹿児島市地域防災計画 第38節桜島爆発対策計画）

○ 島外避難に用いる船舶
島外避難に用いる避難用船舶は，桜島

フェリー（鹿児島市所有）である。
なお，フェリーが接岸できない２港

（宇土・塩屋ヶ元）については，漁船で
桜島桟橋などへ避難する。

○ 島外避難計画の所要時間
桜島の島外避難計画については，鹿児島市地域

防災計画及び桜島火山防災検討委員会の検討結果
によると，下表のとおり。
【島外避難に要する所要時間（試算結果）】

２時間２０分(最短)～３時間３８分（最長）

【今後の課題】
具体的な避難計画が策定されているが，緊急避難が必要となった場合は各避難港からよ

り近い港（垂水，福山，加治木等）への避難も考えられる。
大規模噴火等を想定した場合，火山周辺の自治体との協力体制について検討し，広域避

難経路や受け入れ体制の整備を確立する必要がある。

最初の避難 避難住民 各避難港 最後の避難 最後の避難 島外避難
港までの の乗り込み を経由する 港を出発す 港から桜島 所要時間
所要時間 所要時間 所要時間 るまで　　 桟橋まで　 合 計

A
（分）※1

B
（分）

C
（分）

D＝A+B+C
(分）

E（分）
F＝D+E
（分）

第15桜島丸
武→長谷→
 赤生原→桜島

25.0 81.0 51.0 157.0 15.0 172.0

第16桜島丸
松浦→西道→
 藤野

44.0 43.0 28.0 115.0 25.0 140.0

第18桜島丸
白浜→二俣

62.0 32.0 19.0 113.0 45.0 158.0

第13桜島丸
浦之前→園山
 →高免

112.0 17.0 19.0 148.0 70.0 218.0

第５桜島丸
有村→宮下→
 下村→湯之

75.0 41.0 28.0 144.0 50.0 194.0

桜島丸
持木→野尻
 →赤水

50.0 40.0 29.0 119.0 25.0 144.0

平　均
所要時間

61.3 42.3 29.0 132.7 38.3 171.0

避難用船舶名 避難港名

短

長

◆ 具体的な避難計画の現状（桜島から鹿児島市内への避難計画）



桜 島 地 域

◆ 具体的な避難計画に基づく避難訓練

４ 桜島の避難訓練（事例）

【訓 練 日】
平成２５年１月１１日（金）

【訓練想定】
桜島火山の大爆発及び鹿児島湾を震源

とする震度６弱の地震，津波への警戒

【参加機関・人数等】
１４９機関 約４,５００人

各 地 域
学校・病院
その他施設

避

難

港

市 街 地 域

桜
島
桟
橋

指
定
避
難
所

退 避 舎
フェリー（市保有等）

徒歩移動(原則)
徒歩移動(原則)

※市保有バス等対応あり

【訓練種目（６１種目）】
島外避難訓練，避難誘導訓練
炊飯支援訓練，津波避難訓練 等

【訓練会場】
桜 島 側：湯之持木緑地公園，各避難港
市街地側：ＪＲ九州鹿児島駅隣接会場

みなと大通り公園 等

※ これまでに43回実施（昭和46年以降）

◆ 火山噴火による災害等を想定した備え（総合防災訓練の実施）

○ 鹿児島県総合防災訓練
（県・市共催）

◆ 各火山において噴火を想定した総合
防災訓練の実施
・ 火山噴火に対応した防災対応
・ 住民参加による避難訓練

【火山噴火の想定】
H23：霧島山(新燃岳)の噴火(霧島市)
H24：桜島の噴火(垂水市)

【H23.5.26(実施)】
屋内退避訓練（園児避難誘導）

○ 桜島火山爆発総合防災訓練
（鹿児島市・県共催）

◆ 桜島において大正噴火規模を想定した
防災訓練の実施（毎年１月開催）
・ 住民の防災活動の促進
・ 地域での助け合い

島外避難訓練（避難港での集結）

【H24.1.12(実施)】
島外避難訓練（フェリーでの避難）

要援護者避難訓練
（地域ぐるみ避難誘導）

【H24.5.26(実施)】
海上からの住民救出



５ まとめ（今後の課題など）

○ 具体的な避難計画に基づく，継続的な避難訓練
の実施・検証・見直し

⇒「行政，住民等の意識や対応能力の向上」

○ 桜島周辺の自治体との協力体制の構築

⇒「地域限定避難」から「広域的避難」へ

○ 大規模噴火に伴う多量の降灰・土石流等に対す
る広域被害への対応の検討

⇒「個別計画」から「広域計画」へ

火山防災協議会等連絡・連携会議（第２回）

【 参 考 資 料 】

【参考１】 桜島の噴火の歴史（活動の記録 ４大噴火）

【参考２】 桜島の長期的な準備過程と考えうる次の活動

【参考３】 県地域防災計画（火山災害対策編）

【参考４】 桜島爆発災害対策連絡会議（火山防災協議会）の設置・運営

【参考５】 桜島爆発対策避難計画（鹿児島市地域防災計画書）



1471
（文明3年9月12日)

大噴火。降灰多く，黒神に溶岩が流下。死者多数。

1475
（文明7年8月15日）

大噴火。黒神と野尻で噴火。野尻で降灰や噴石が多
量。

1476
（文明8年9月12日）

大噴火。野尻に溶岩が流下。人畜の死亡。

1779
（安永8年10月1日）

大噴火。地震の頻発，井戸水の沸騰，海水変色等
前兆現象が起る。有村の北と高免の南で噴火が起
り，それぞれ溶岩が流下した。高免沖の海中より噴
火し，小島を形成。死者140余人。

1780
（安永9年8月11日）

海中噴火で津波発生。

1781
（安永10年3月18日）

高免沖の海中で噴火。死者行方不明15名。

1914
（大正3年1月12日）

大噴火。大きな地震の頻発，井戸水の水量や温度
の変化，地熱の上昇等の前兆現象が起る。１月12日
10時頃西斜面と東斜面鍋山付近から噴火。両火口
から火砕流と溶岩流が発生。溶岩流は海まで達した。
火山灰が厚く堆積。地震・噴火の被害は死者29人。
住家の全半壊315棟。

1946
（昭和21年1月より）

大噴火。１月30日に灰を含む大噴煙があり，３月11
日溶岩を噴出し，４月，５月に溶岩は黒神と有村の
海岸まで到達。５月末頃まで活動が続く。

【参考１】 桜島の噴火の歴史（活動の記録 ４大噴火）

○ 文明の大噴火（１４７１～７６）

～ 約３００年 ～

○ 安永の大噴火（１７７９～８１）

～ 約１３０年 ～

○ 大正の大噴火（１９１４）

～ 約３０年 ～

○ 昭和の大噴火（１９４６）

【参考２】 桜島の長期的な準備過程と考えうる次の活動

1974-1992 南岳爆発激化

隆起開始

隆起開始

隆起開始

？

京都大学防災研究所火山活動研究センター（資料）に一部加筆

大正噴火

昭和噴火

南岳山頂噴火

３１年

２８年

３０年？

桜島の考えうる次の活動
３つのシナリオ

① 南岳山頂爆発の再激化

→ ２億ｍ3級のマグマの

長期放出

② 昭和火口の爆発・火砕

流の激化

→ 溶岩流出（２億ｍ3級

のマグマの短期放出）

③ 両山腹噴火（大正噴火

等）による２０億ｍ3級の

マグマの放出



一 般 災 害 対 策 編
鹿 資
児
島 地 震 災 害 対 策 編
県 料
地
域 津 波 災 害 対 策 編
防 編
災
計 火 山 災 害 対 策 編
画

原 子 力 災 害 対 策 編 資 料 編

◆ 鹿 児 島 県 域 の 災 害 に 関 す る 基 本 計 画
◆ 国 の 防 災 基 本 計 画 に 基 づ い て 作 成
◆ 指 定 地 方 行 政 機 関 が 作 成 す る 防 災 業 務 計 画 と の 緊 密 な 連 携
◆ 市 町 村 地 域 防 災 計 画 の 指 針

※ 最 新 の 知 見 ・ 災 害 の 教 訓 を 取 り 入 れ 最 新 の も の に 更 新

【火山災害対策編の独立・新設】
桜島，霧島山，離島４火山等の防災マップを受けて，平成９年３月に策定
・ 異常報告の伝達（住民から役場，県庁，気象台等へ）
・ 火山情報の伝達（気象台から県，市町村，住民へ）
・ 火山情報，活動度に応じた５段階の規制
・ 緊急時の体制，関係機関の役割分担，復旧対策
・ 市町村長に対し，必要な助言
・ 各火山毎の火山噴火（爆発）災害対策連絡会議の設置

【参考３】 県地域防災計画（火山災害対策編）

火山防災協議会の
明確な位置付け→

桜島爆発災害対策
細部計画を念頭に
おいた総合的対策

→

【参考４】桜島爆発災害対策連絡会議（火山防災協議会）の設置・運営

○ 桜島爆発災害対策連絡会議
◆ 関係機関の連携を確立し，総合的な避難

対策等の推進を図る
・ 火山噴火に関する情報収集
・ 避難勧告，指示，警戒区域の設定等に
関する事項

・ 応援協力体制の確立及び推進
◆ 関係市町に必要な助言，勧告

・ 平成１８年６月１４日に会議を開催し，
昭和火口から半径２ｋｍを警戒区域に設
定するよう鹿児島市長に助言した。

◆ 会議は必要に応じて開催

○ 桜島火山防災連絡会
◆ 桜島爆発災害対策連絡会議のコア

グループ
・ 専門家による助言
・ 緊密な連絡体制の確立
・ 避難体制等の技術的な検討
・ 「顔の見える関係」を構築

◆ 会議は１～２ヶ月に１回程度
◆ 通称「五者会」
→ 県，市（鹿児島市・垂水市），京都大学，

鹿児島地方気象台，大隅河川国道事務所

【H18.6.14(開催)】
桜島爆発災害対策連絡会議の様子

【H24.6.8(開催)】
第３回桜島火山防災連絡会の様子



【参考５】 桜島爆発対策避難計画（鹿児島市地域防災計画書）

火山防災協議会等連絡・連携会議（第２回）

【 鹿児島市街地と桜島 】

〒890-8577 鹿児島県鹿児島市鴨池新町10番1号

鹿児島県 危機管理局 危機管理防災課 防災係

電話：099-286-2111（内線 2256）
鹿児島県



火山防災協議会等連絡・連携会議（第２回）

平成２５年８月２６日（月）：錦江高原ホテル

市街地の降灰の状況

上写真：突然の降灰に
傘を指したり、屋内に
急ぐなどして、降灰を
避ける市民の様子

下写真：１６時頃に市街地
を襲った降灰の様子
暗闇の中、前が見えず走行
車両はヘッドライトを点灯











桜島火山対策事業の概要

1,325,292

14,079

59,257

5,740

80,229

6,593

1,491,190

平成２５年度桜島火山対策事業費（当初予算）

降灰除去事業について

○ 鹿児島市では、活動火山対策特別措置法第１１条に
基づき、昭和５３年度より降灰除去事業を実施

○ 道路、宅地、公園、学校等の降灰除去事業を実施



道 路 宅 地 学 校

現在の主な取り組み（降灰除去）

グランドスイーパー

※ 上空の風向きを天気予報などで知ることができ、インターネットや

メールで桜島の噴火・爆発、風向き等を知ることができます。

降灰除去事業について〔道路降灰除去事業〕

① 気象台から発表される噴火情報や毎日の天気予報

で発表される風向き等により情報収集を行う。

鹿児島地方気象台
ホームページより転載

風向き

噴煙量



降灰除去事業について〔気象台降灰予報〕

降灰除去事業について〔道路降灰除去事業〕

② 職員の巡視による状況の把握を行い、降灰除去

区域を決定

※夜明け前、または降灰が確認
された時点から巡視を開始

※道路の路側線（白線）が見え
づらくなった場合や道路に降
灰が撒き上がり歩行者及び車
両の通行に支障をきたす場合、
除去作業を実施



※降灰量の多い地域

から重点的に作業

を行い、１回の降

灰について３日以

内に除去作業を完

了する計画である。

※降灰量が少ない場

合は散水車のみを

出動させることも

ある。

作業前状況 路面清掃車による除去

散水車による除去 除去作業完了

降灰除去事業について〔道路降灰除去事業〕

③契約業者に作業地域と出動車両を指示し、除去作業

を行う。

⑤ 計測・灰の処分

※路面清掃車で集めた灰の

収集量を計測し、埋め立

て処分する

降灰除去事業について〔道路降灰除去事業〕



【 車 両 体 制 】 H25.4.1

○ 市街地区８５台、東桜島地区５台、西桜島地区
６台、合計９６台体制で、除去作業を行っている。

路 面 清 掃 車
散 水 車 合 計

大型（四輪）大型（三輪） 小 型

市 街 地 区

市 保 有 13 5 16 17 51

国 保 有 2 2

民間保有 4 8 3 17 32

東桜島地区
市 保 有 2 1 3

民間保有 1 1 2

西桜島地区
市 保 有 1 1 1 3

民間保有 1 1 1 3

降灰除去事業について〔道路降灰除去事業〕

【 概 要 】
○ 宅地内の降灰について、市が指定する宅地内降灰指定置場

に搬出されたものについて収集・運搬・処分を行う。

【収集の方法】

① 宅体内の降灰は各家庭で袋詰めにされる。

② 袋詰めにされた降灰は宅地内降灰指定置場に出される。

③ 収集請負業者が割り当てられた地域内宅地内降灰指定置場

を１ヶ月に１回程度巡回して収集・運搬する。

※ 降灰が続いたり、多量の降灰があった場合は、収集頻度を

高めている。

降灰除去事業について〔宅地降灰除去事業〕



【宅地内降灰指定置場】

〇 克灰袋を出す場所

○ 降灰置場の設置については、

各町内会からの要望により設置

〇 現在、約６，３００箇所

降灰除去事業について〔宅地降灰除去事業〕

【克灰袋】

○ 宅地内の降灰を入れる袋

〇 市が無料で配布

〇 克灰袋がない場合はレジ袋を

二重にして出すことも可能

① 収集・運搬
委託業者は、担当地区

内を巡回し、降灰置場に

出された灰を収集、仮置

場へ運搬する。

降灰除去事業について〔宅地降灰除去事業〕



② 検 収 ・ 処 分
集めた灰の収集量を計

測し、埋め立て処分する。

降灰除去事業について〔宅地降灰除去事業〕

被害状況について（農業被害１）

火山灰による被害
・水分を含み塗りついた灰は雨でも落ちにくいため、品質や商品性が低下する。
・葉に灰が付着すると受光量が減り、草勢が衰え、品質や収穫量が低下する。

温州ミカン カボチャ



被害状況について（農業被害２）

火山灰による被害
・降灰や火山ガスの影響を避けるため、被覆施設等による栽培を促進しているが、

降灰の影響で受光量が減り、草勢が衰え、品質や収穫量が低下することもある。
・被覆施設の降灰について、散水や払落しによる除去で対応している。

被害状況について（農業被害３）

火山ガスによる被害
・火山ガスの影響で葉や実が枯れ、商品価値がなくなってしまう。

キヌサヤエンドウ ホウレンソウ

比較的、降灰に強いキヌサヤエンドウの栽培を促進しているが露地栽培の場合、火
山ガスの影響を受ける。また、ホウレンソウなど、被覆施設で栽培していても出荷の
際に火山ガスの影響を受けることがある。



被害状況について（水産業被害）

軽石による被害
・火山活動で流出した軽石は漁船のスクリュー等、故障の原因となり、養殖生簀に

侵入し、養魚の死因の一つになっている。
・対策として、海岸に打ち上げられた軽石については、手作業による除去を行って

いる。

現在の主な取り組み（水道施設整備）

・降灰の影響でろ過池の濁度が上り、取水停止に至る場合があることから、水道
施設の降灰防除対策として、ろ過池等に覆蓋施設の整備を進めている。

ろ過池に降灰があった場合
除去することができない。



今後の課題（桜島火山活動対策協議会）

垂
水
市

鹿
児
島
市

鹿
屋
市

霧
島
市

桜島火山活動対策協議会

・昭和５２年１０月８日設置

・桜島周辺の鹿児島市、垂水市、
霧島市、鹿屋市の４市で組織

・桜島の継続的な火山活動に伴う
対応策の協議、関係法令の整備
充実、国・県への意見の反映を
図るなどその総合的施策を推進
することを目的とする。

〇 毎年、国や県に対し、桜島火山
対策についての要望活動を実施

桜島は平成２６年１月１２日に
大正３年の大噴火から１００年
を迎えます。１００年の節目に
合わせ、火山災害について過去
の教訓を後世に伝えるとともに、
火山に関する様々な情報を発信
いたします。



火山防災協議会等
連絡・連携会議（話題提供）

宮崎県危機管理課

平成２３年霧島山（新燃岳）

噴火時の関係機関等との連携



１ 霧島山火山対策連絡会議の開催

○ １月３１日に実施

○ 宮崎県地域防災計画に示している会議

○ 関係市町村及び防災関係機関（県警、宮崎

地方気象台、宮崎河川国道事務所、陸上自

衛隊、日本赤十字社、NTT、九州電力）との

情報共有と応急対応について

※過去にも、霧島山の状況が変化する毎に

実施している。

２ 宮崎地方気象台との連携

○ １．２６ 気象台説明会に危機管理課長以

下が出席し、情報を収集、意見交換

○ ２．１、２．３、２．７ 気象台にて、情報の収

集や意見の交換を実施

○ 気象台による火山活動解説情報や気象情
報、毎日の火山活動情報（火山性地震や微
動の数）をメールで受領



３ 国交省宮崎河川国道事務所
との連携

• 土石流災害の未然防止のため、河川の土砂
排除等について調整

• 土石流センサーのメール配信について調整し
、県の主要者はメールを受信

４ コアメンバー会議による連携

• ２．７

政府支援チーム来県に伴う打合わせ

• ２．２２

第１回コアメンバー会議

以後、３月１０日まで合計５回の会議を開催

• 参加機関

宮崎県、鹿児島県、両県関係市町、関係国の
機関（国交省、気象庁、林野庁、陸上自衛隊等）、

学識経験者、オブザーバーとして数機関



政府支援チームの受入れ
○ １月３１日に県庁で内閣府参事官等と政府

支援チーム受入れ等について調整【霧島火山

防災連絡会（既存）のコアメンバー会議として

位置づけ】

○ ２月７日に政府支援チーム来県、打合わせ

①被災、対応状況の説明、②支援チームの

支援内容とその進め方の調整

○ ２月１０日の火山災害対策本部会議で総合

対策部組織を政府支援チームの支援内容に

対応させるべく、組織を拡充

政府支援チームの受入れ

○ 支援チームの関係市町状況把握のための

日程等を調整して同行し、状況把握を援助

○ ７日以降、支援チームと県（総合対策部）で

ほぼ毎日、打合わせを実施

○ その他

● 支援基盤（ロジ）の整備

・ 県庁内に執務室を準備

・ 必要資機材等の準備



霧島山（新燃岳）噴火の避難勧告発令時の対応
と関係機関との連携

たか はる ちょう

宮 崎 県 高 原 町

新燃岳

御池

都城市

霧島市

◎面積：８５．３８Ｋ㎡ ◎人口：９，６２６人（平成２５年７月１日）
◎世帯数：４，０７０戸（ 同 ） ◎基幹産業：畜産を主軸とした農業
◎主要な交通網
国道 ２路線 県道 ５路線 九州縦貫自動車道：高原ＩＣ ＪＲ吉都線：高原駅



噴火前の新燃岳

現在の新燃岳の状況（大淀川砂防出張所より）
火口の溶岩

（平成２３年２月３日職員撮影）

【西麓（にしふもと）地区から】
平成２３年１月２６日 １５時４２分頃

正面に噴煙が見えました。
火口上１５００㍍

【狭野（さの）地区から】
平成２３年１月２６日 １５時４８分頃

高千穂峰が噴煙で隠れました。

１６時２０分 災害対策本部設置

１８時 噴火警戒レベルを２→３に
引き上げられました。（気象庁）



災 害 対 策 本 部（１月２６日）
１６時２０分設置 １７時３５分 ２０時の３回開催

会議内容

１ 給水関係・・・水道水源、配水池

２ 農業関係・・・農作物・畜産（餌確保・移動）、農業施設

３ 教育関係・・・幼・小・中学校、高校

４ 福祉関係・・・保育所・福祉施設、避難所対策

５ 観光関係・・・登山道、温泉、公園等

６ 環境関係・・・降灰処理、捨て場

７ 土木関係・・・道路、散水対策

８ 病院関係・・・飲料水断水対策

９ 総務関係・・・区長、消防（部長会招集と広報活動・警戒）

自主避難対策、関係機関との連絡調整

１０ 議会関係・・・議員への周知

１月２６日 地区住民への広報

消防団による広報文

•こちらは、高原町消防団第○部の広報車です。

•本日、新燃岳が噴火しました。風向きによって
は、噴石も予想されますので、外出を控えるよう
お願いします。



【高原町役場屋上から】 火山雷、火柱、地響き、空振が続く
平成２３年1月27日 2時35分頃

高原町総合保健福祉センターほほえみ館を自主避難所として開放（３時２０分）
９世帯１４名が自主避難（同日は１９世帯３１名となる）

新燃岳噴火に伴う避難について

平成２３年１月２６日午後６時に新燃岳の噴火警戒レベルが３に

引き上げられました。

１ レベル３とは・・・入山規制が行われます。

•レベル３でも身に危険を感じた場合は自主避難をお願いします
避難場所は、「ほほえみ館」です。

２ レベル４になったら・・・避難準備となります。

•体の不自由な方などについては避難を勧めます。

•役場の広報車でお知らせします。

•避難場所は、「ほほえみ館」です。

３ レベル５になったら・・・避難情報を伝達します。

•被災が予想される地域の住民は避難してください。

•役場の広報車でお知らせします。

•避難場所は、「ほほえみ館」です。 （山麓８行政区全戸配布）



【高原町役場付近から】
平成２３年１月２７日 １５時４７分頃
火口上２５００㍍

【国道221号交差点付近】
平成２３年１月２８日 午前８時３分頃

あたりは薄暗く車のライトだけが頼り
（朝の出勤時間帯）

井村准教授（鹿児島大学）による火山講話（写真は別景）

１ 江戸時代以来の噴火で想定内 昭和３４年の噴火とは桁が違う。
２ いつ噴火が起きてもおかしくない状態にある。
３ 怖い人への対応をしっかりと（自主避難希望者対策）。
４ 「怖い・危ないと思ったら避難させる」ことである。



溶岩ドーム直径５００㍍に 宮崎日日新聞より

御池
高
千
穂
峰

矢
岳 ⾼原町

霧島市

都城市

ハザードマップ新燃岳が火口となった場合



消 防 団 広 報 資 料

広報資料（避難勧告）

こちらは、高原町消防団第○部の広報車です。

○○地区は避難勧告中です。

「ほほえみ館」に避難してください。

現在、新燃岳の溶岩ドームが大きくなっており、
爆発の可能性があります。

「ほほえみ館」に避難してください。
（１月３０日 午後１１時５０分 避難勧告発令）

総合保健福祉センターほほえみ館

各 種 判 断 （新聞記事より）



おびえる住民 眠れない夜 宮崎日日新聞より

避難所（総合保健福祉センターほほえみ館
平成２３年１月３１日 ４時０１分頃

避難者は、神武ホールで一夜を過ごす。（６１２人）
（１月３０日 ２３時５０分避難勧告発令）



平成２３年１月３１日
避難勧告地区内の
牛を小林市へ避難

１１戸３０５頭

避 難 先
西諸畜連（繁殖牛）
小林市営牧場（繁殖牛）
経済連農場（肥育牛）

避難勧告発令までの経緯
１月２６日 １５時４０分 新燃岳噴火

１６時２０分 災害対策本部設置①

１７時３５分 災対会議②

１８時００分 噴火警戒レベル２ → ３に

１９時０５分 緊急消防部長会

２０時００分 消防団による広報 以降毎夜

２０時００分 災対会議③

（避難所開設準備・県道・町道の交通止め等）

２２時１０分～２３時４０分 巡回

（皇子・山神原 ドドーと音響く 赤い炎確認 ）

１月２７日 ２時～３時３０分 音・赤い炎・空振続く

３時１５分 南狭野活性化センターへ

３時２０分 避難所開設（ほほえみ館）

９世帯１４名自主避難

８時３０分 災対会議④

９時００分 被害調査

１１時３０分 災対会議⑤

１３時３０分 山麓８区長へ説明

（噴火状況、避難関係説明）

１５時４１分 新燃岳爆発的噴火

１７時００分 災対会議⑥

自主避難者１９世帯３１名

２０時００分 災対会議⑦ 消防部長会

井村准教授による噴火状況・対応等講話

１月２８日 ８時３５分 災対会議⑧

１０時３０分 報道関係室設置（１階会議室）

１２時４７分 新燃岳爆発的噴火

１月２９日 １０時４５分 大畠国土交通大臣来町

１月３０日 ９時０５分 降灰処理対策協議

１２時２０分 藤井火山噴火予知連会長来町

１３時５７分 新燃岳爆発的噴火

１４時１５分 県危機管理課来町

２１時５５分 県危機管理課より電話

「溶岩ドームが５００㍍に成長。爆発すれば

火砕流発生の恐れあり。レベル４検討中」

２２時５０分 災対会議⑨

状況説明、避難勧告について協議

２２時５０分 南・北狭野区長・班長へ説明

２３時２０分 山麓８区長へ説明

２３時５０分 避難勧告発令
２３時５５分 地区役員へ避難方法等を説明

１月３１日 ０時２０分 家畜移動協議

１時００分 高小・狭小・高中臨時休校決定

１時３０分 避難地区の避難状況確認

ほほえみ館に６１２人避難

警察・消防地区巡回開始

１時３５分 気象台発表

「火口から概ね３㎞は火砕流警戒必要」

７時～１３時３０分 家畜移動

１４時１０分 河野宮崎県知事来町



国土交通省からのリエゾンの配置

テレビ会議システムの運用

災害対策本部等への支援
・リエゾン（現地情報連絡員）の配置

・テレビ会議システム開始（平成２３年２月９日～）

・高原町における大規模な災害時の応援に関する協定

（平成２３年７月２５日 九州地方整備局・高原町）

・宮崎県・市町村社会福祉協議会災害時応援協定

（平成２３年１２月８日 宮崎県社協・２６市町村社協）

・災害時における医療救護に関する協定

（平成２３年１２月２８日 小林市・えびの市・高原町・西諸医師会）



【島原市より職員来町】
平成２３年１月３１日

普賢岳噴火を経験された職員 ２名が来町。

火山灰処理のためのビニール袋３万１千枚が
寄贈される。

避難所運営や降灰処理対策、マスコミ対策
等を教授していただく。

【ほほえみ館避難所風景】

平成２３年２月１日

高原町総合保健福祉センター
ほほえみ館神武ホールのホワ
イエに柔道畳を敷く。

【ほほえみ館避難所】
平成２３年２月２日
健康相談 ３８６件
西諸医師会、看護協会、小林市、えびの市からスタッフ延べ８８名
マスコミ関係者がインフンエンザに罹患し、出入り禁止措置をとる。



２月７日
仮設風呂の設置（駐車場）
（新潟県の企業提供）

仮設風呂内部の様子
シャワー・湯船などが完備
一度に１０名が利用可能

２月５日 17時20分
ほほえみ館
避難勧告一部解除についての説明。
ただし、２７世帯７３名は避難継続

一部解除の説明を聴く避難者

【ほほえみ館(避難所）】

２月５日 17時37分
荷物を持って久しぶりの我が家へ



【ほほえみ館敷地内に
ボランティアセンター開設】

平成２３年２月７日

全国から数多くのボランティアが
来町される。

２／７～２／２８ ２７４件１２６３人

【高原町役場屋上より】
平成２３年２月８日
灰色で一色の町
（役場下、国道２２３号交差点）

【高原町役場前】
平成２３年２月８日

清掃車が何度も往来しました。
幹線道路は大型のロードスイー
パー、狭小な道路と歩道は小型
ロードスイーパーで除灰作業実施。
（国土交通省提供）

【狭野地区】
平成２３年２月８日
回収する灰は非常に多いものでした。
ボランティアによる収集も行われた。

【皇子地区】
平成２３年２月９日
家の屋根に積もった灰の除去作業の様子



平成２３年２月１０日
旧高原中学校体育館
連日、全国から支援物資が届けられました。
感謝、感謝の連続。本当に有難うございます。

２月１４日
狭野小学校の授業が再開されました。
ヘルメットを町内小・中学校５校の
全児童・生徒に配布



平成２３年２月１５日 １９時３０分
避難勧告の全面解除となりました。

平成２３年２月１７日

災害対策本部会議風景
開催の連続でした。

土石流危険渓流 ３５箇所

高 原 町

都城市
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千
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国
岳

国土交通省大淀川砂防出張所提供

霧島山の大パノラマと砂防堰堤

土石流避難基準（新燃岳火山災害）

次のとおり雨量基準を変更設定する。

　・先行雨量が、１５０㎜に達し、

※　決定は、気象台、気象協会、ウエザーニューズ等の予想データ及び河川の

　水位、濁り、現地の雨の降り方の状況等を総合的に判断して行うこととする。

　・先行雨量が、１５０㎜に達し、

　　予想されるとき

※　決定は、気象台、気象協会、ウエザーニューズ等の予想データ及び河川の

　水位、濁り、現地の雨の降り方の状況等を総合的に判断して行うこととする。

※　１時間雨量　：　１時間の連続した雨量とする。

※　雨量観測データは、国土交通省観測データにより確認する。

※　変更後の基準は、平成２３年７月１日　から適用する。

避 難 準 備 情 報 発 表 基 準

　　１時間３５㎜以上の雨量が２時間以上継続すると予想されるとき

高　　原　　町平成23年7月1日

　　１時間雨量が３５㎜に達した後、その後も１時間３５㎜以上の雨量が

避難勧告発令基準

平成２３年１１⽉１５⽇より、⼟⽯流避難基準を噴⽕前に戻した。



新燃岳のライブ映像ほか多く
の情報を見ることが出来ます。

役場敷地内に気象庁で臨時の
雨量計が設置されました。

戸別受令機の設置 災害エフエムラジオ配付

平成２３年２月２４日

「防災に学ぶ講演会ｉｎたかはる」を開催しました。
会場の神武ホールは、超満員となりました。
藤井敏嗣火山噴火予知連会長 池谷浩内閣府火山防災エキスパート
越智繁雄内閣府防災担当参事官 伊藤高国土交通省宮崎河川国道事務所長
横手嘉二宮崎気象台長



児童・生徒への防災教育・防災対策

防 災 研 修（気象台による２０区長への講話）



避難施設緊急整備計画（平成２３年１０月）

国土交通省による支援（危険渓流での土石流対応）

蒲牟田堰堤砂防

祓川砂防堰堤



屋外拡声器・避難壕の整備

皇子原公園 高原清流ランド

下 川 原 橋

霧島山（新燃岳）の噴火活動が活発化した場合の避難計画
１ 避難計画の対策内容と実施責任者
２ 防災体制の確立
３ 避難を想定した準備に関する事項

（１） 避難指示等の発令の基準
（２） 避難に関する情報の伝達について
（３） 避難対象者ごとの避難場所等の把握
（４） 避難手段と避難所の開設について

４ 避難時の対応に関する事項
（１） 事前避難
（２） 避難指示等による避難
（３） 避難対象者
（４） 避難手段について
（５） 避難経路と係る時間について
（６） 避難ができなくなった人たちの安全対策について
（７） 道路交通規制について
（８） 避難に際し住民のとるべき行動
（９） 教育機関の避難対策

５ 避難後の対応に関する事項
（１） 避難状況の把握及び報告
（２） 避難所の管理・運営
（３） 救援物資、救援体制等

６ その他



新燃岳噴火 平２３．１．２７

〒８８９－４４１２
宮崎県西諸県郡高原町大字西麓８９９番地

Tel 0984‐42‐2111 Fax 0984‐42‐4623
Ｅ－ｍａｉｌ ｓｏｕｍｕ＠ｔｏｗｎ．ｔａｋａｈａｒｕ．ｌｇ．ｊｐ

宮崎県高原町役場

総務課長
選挙管理委員会書記長

横 山 安 博
(Yokoyama Yasuhiro)

噴火に対する認識を風化させないために

名 刺



政府支援チームとしての具体的対応

（噴火時における関係機関等との連携）

気象庁 地震火山部 火山課

火山活動評価解析官

菅野 智之

平成25年8月26日（月曜）

火山防災協議会等連絡・連携会議（第２回）

かんの ともゆき

（当時は、内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（地震・火山・大規模水害対策担当）付参事官補佐）

1

政府支援チーム派遣（2011年2月7日〜3月11日）



1月26日午後の準プリニー式噴火 1月26～27日の降灰分布（気象庁）

噴火前の新燃岳
新燃岳に出現した溶岩

（2012/2/1）

2

2011年1月〜 新燃岳で300年ぶりの本格的マグマ噴火

• 2000年 有珠山噴火

富士山深部低周波地震多発

• 2001年 富士山ハザードマップ検討委員会 等

• 2006年 富士山火山広域防災対策基本方針

火山情報等に対応した火山防災対策検討会

• 2007年 噴火警報、噴火警戒レベルの運用開始

• 2008年 噴火時の避難等に係る防災体制の指針

• 2011年 新燃岳で本格的噴火 ← 政府支援チーム派遣

東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）

防災基本計画の改定
3

政府支援チーム派遣に至るまでの
火山防災に関する大きな流れ



気象庁が発表する火山情報について、避難の判断等具体的な防災対応との関係の明確化が必要

地方公共団体等は、気象庁が発表する情報と、住民等の避難行動の開始時期、避難対象地域等を
リンクさせた具体的な避難計画を策定することが必要

噴火の影響が広範囲に及ぶ場合に備えた広域的な避難を共同で検討・実施できるように、
関係者（都道府県・市町村・気象台・砂防部局・火山専門家等）が協議する場を構築することが必要

課題② 火山情報の改善

課題③ 避難計画の策定

課題① 共同検討体制の構築

「火山情報等に対応した火山防災対策検討会」 (H18～20)
（事務局：内閣府､消防庁､国土交通省､気象庁）

「噴火時等の避難に係る火山防災体制の指針」（平成20年3月）

② 噴火警戒レベル ③ 具体的な避難計画

① 火山防災協議会

内閣府･消防庁･国交省･気象庁は、火山防災の検討会を開催し、「火山防災協議会」、
「噴火警戒レベル」、「具体的な避難計画」についての指針を平成20年3月に取りまとめた

4

噴火シナリオ

噴火警戒レベル

複数の市町村・機関が関係する共同検討体制として、
都道府県の総合調整のもとで設置・運営する。

いつ危険か

どこが危険か

いつ・どこが危険か
どこへ・どの
ように避難

住民への周知

いつ・どこから
避難するか

火山防災協議会（コアグループ）の設置

火山防災協議会（コアグループ＊）での共同検討
＊都道府県、市町村、気象台、砂防部局、火山専門家等により構成

火山ハザードマップ

避 難 計 画

火 山 防 災 マ ッ プ
火山防災協議会

防 災 訓 練

都道府県、市町村、国の地方支分部局（管区・地方気象台等、地方整備局・砂防担当事務所、
森林管理局・署、地方測量部、地方環境事務所、自然保護官事務所、海上保安本部等）、
自衛隊、都道府県警察、消防機関及び火山噴火予知連絡会委員等の火山専門家、
必要に応じて、輸送・通信・電気・ガスその他の公益的事業を営む指定地方公共機関、
医療や衛生等の専門家、日本赤十字社等

噴火警戒レベルの「警戒が必要な範囲」は、
避難計画の「避難対象地域」と一致させた上で
避難計画の検討を進める。

顔の見える関係を構築し、防災対応のイメージを共有

噴火警戒レベルの「警戒が必要な範囲」は、
避難計画の「避難対象地域」と一致させた上で
避難計画の検討を進める。

5

火山防災協議会における火山防災対策の共同検討



１/１９
2011年

１/２６ ～２７ ２８～ ２/１～３ ２～３月 ４月 ６～９月 １２月

マグマ
噴出量

噴火開始

③大きな噴石を飛散す
る爆発的噴火

噴火継続 噴火断続

主に火口底での溶岩蓄積

主に火山灰・軽石
収縮

③②①

膨張

6～10km

マグマだまり

火口底での
溶岩蓄積

新燃岳

マグマ溜まりの
マグマ量

①火山灰を多量に噴出し
火砕流の危険性がある噴火

1/26
2/1

時々噴火

傾斜変化

↑隆起
↓沈降

爆発的噴火
主な噴火

②火口底への
溶岩蓄積

12月以降停滞

2011年9月以降
噴火なし

レベル3
（2km）2010年5月以降

レベル2（1km）
レベル3（2km）

（3km）
レベル3 （4km）

レベル3 （3km）

噴火警戒レベルと警戒範囲（火口からの距離）

６月
2012年

新燃岳噴火活動経過（2011年1月19日～2013年8月19日）
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新燃岳の噴火対応の初期は、噴火警戒レベルに対応した具体的な避難計画は未整備で、
噴火警報と避難勧告の内容が整合しないなど、関係機関の連携不足が目立った

えびの市

霧島市
都城市

小林市

高原町

湧水町
噴火警報

「警戒が必要な範囲」

1/26：火口から2km

1/31：火口から3km

2/1 ：火口から4km

3/22：火口から3km

花堂

北狭野

南狭野

避難勧告
「避難対象地域」

1/30： 513世帯、1158人

2/5： 27世帯、73人

2/15： 全面解除

霧島火山防災検討委員会資料に加筆 7



② 噴火シナリオ、噴火警戒レベル判断基準の具体化

③ 防災対応のイメージ共有

① 住民の避難対応に資する協議会組織の立ち上げ

8

政府支援チームがコアメンバー会議の参画機関と共同して
具体的に行ったこと

霧島山火山防災連絡会コアメンバー会議の構成
市町村 ：都城市、小林市、えびの市、高原町

霧島市、曽於市、湧水町
県の機関：宮 崎 県（総務部危機管理局危機管理課、県土整備部道路保全課・河川課・

砂防課、県警察本部警備部警備第二課、福祉保健部福祉保健課、
環境森林部自然環境課、農政水産部農村計画課・農村整備課）

鹿児島県（危機管理局危機管理防災課、土木部砂防課・道路維持課・河川課、
警察本部警備課、環境林務部森林整備課・森林整備課、
保健福祉部保健医療福祉課、農政部農村振興課・農地建設課・
農地建設課）

国の機関：国土交通省 九州地方整備局 河川部・宮崎河川国道事務所
気象庁 宮崎地方気象台・鹿児島地方気象台
林野庁 九州森林管理局 治山課・宮崎森林管理署・都城支署・鹿児島森林管理署
陸上自衛隊 西部方面隊 第８師団 司令部・第４３普通科連隊（都城駐屯地）・
第２４普通科連隊（えびの駐屯地）・第１２普通科連隊（国分駐屯地）

学識専門家：（火山分野）石原先生、小林先生、（砂防工学分野）清水先生、下川先生

（事務局：霧島山（新燃岳）噴火に関する政府支援チーム、
国土交通省宮崎河川国道事務所、
宮崎県、鹿児島県

霧島山（新燃岳）噴火に関する政府支援チーム

コアメンバー会議の検討を支援（事務局機能を含む）

平成23年2月22日コアメンバー会議（第1回）政府支援チーム
資料－１
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霧島火山防災連絡会コアメンバー会議

事務局会議
県(事務局)

宮崎県警察本部

宮崎県福祉保健部

宮崎県環境森林部

鹿児島県警察本部

鹿児島県環境林務部

鹿児島県福祉保健部

宮崎県農政水産部

宮崎森林管理署

九州森林管理局

鹿児島県農政部

鹿児島森林管理署

陸上自衛隊
西部方面隊第８師団

司令部

第43普通科連隊
（都城駐屯地）

第24普通科連隊
（えびの駐屯地）

第12普通科連隊
（国分駐屯地）

九州農政局

航空自衛隊
西部航空方面隊

司令部

自衛隊
宮崎地方協力本部

都城市

高原町

小林市

えびの市

霧島市

曽於市

湧水町

宮崎県(砂防部局) 鹿児島県(砂防部局)

宮崎地方気象台

鹿児島地方気象台

宮崎河川国道事務所 九州地方整備局

鹿児島県(防災部局)宮崎県(防災部局)

福岡管区気象台
火山監視･情報センター

気象台関係市町

砂防部局

政
府
支
援
チ
ー
ム

（
内
閣
府
・消
防
庁
・

国
交
省
・
気
象
庁
等
）

避難時期や避難対象地域の
確定に深く関与するメンバー

避難計画
策定等の
支援

助言 助言

助言助言

避難の
時期や
地域を
助言

火山専門家

内閣府(防災)

噴火時等の避難等の火山防災対策を共同で検討する体制（防災基本計画）

10

コアメンバー会議に参画した機関の関係等

2011年2月22日～3月10日に
5回のコアメンバー会議を開催



爆発的噴火に伴う大きな噴石※の到達範囲が広がる
噴石の到達範囲により、レベルの判断を行う

噴石を４km近くまで飛
ばす爆発的噴火が数回
発生

（レベル４発表）

噴
火
活
動
の
想
定

火
山
活
動
が

徐
々
に
静
穏

化

３㎞程度（ごくまれに３㎞を超える）

レベル３

入山規制
（火口から２～４km規制）

レベル３→２→１

状況により
順次規制を縮小解除

噴火警戒レベル

噴石飛散

防災対応

レベル５

４ｋｍを超えて飛散

避難
（火口から５kmの範囲にある居住地域）

噴石が４kmを超える

（レベル５発表）

小～中規模
噴火

火
口
内
に
溶
岩
が
蓄
積

時
々
爆
発
的
噴
火
が
発
生

爆発的
噴火が発生

噴火規模が次
第に小さくなる

現在の状態

今回の一連の活動ではこのよう
な規模の噴火活動までには至っ
ていない。

活動が静穏化に向かう
活動が活発化する
活動が元の状態に戻る

爆発的
噴火が発生

レベル４

４ｋｍ近くまで数回飛散

避難準備
（火口から５kmの範囲にある居住地域）

矢印は活動の進行を示す噴石によるシナリオ（案）

火山の状況によっては、異常が観測されずに噴火する場合もあり、レベルの発表が必ずしも段階を追って順番通りになる
とは限らない（下がるときも同様）。

※ 大きな噴石：弾道を描いて飛散する大きな噴石のことをいう

コアメンバー会議において、避難計画策定のため噴火シナリオを再構築

火砕流の到達範囲が広がる
平成23年１月26日～27日の噴出状況や地震、微動、空振の観測データに基づき噴火規模を評価し、レベルの判断を行う。

噴
火
活
動
の
想
定

時間目安

火
山
活
動
が

徐
々
に
静
穏

化

避難準備
（霧島火山防災マップに示される、火砕
流により被害が想定される居住地域）

レベル４レベル３

入山規制
（火口から２～４km規制）

レベル３→２→１

状況により
順次規制を縮小解除

噴火警戒レベル

防災対応

レベル５

避難
（霧島火山防災マップに示される、火砕流により被害
が想定される居住地域）

・連続噴火により噴
煙量がさらに増大
（5000ｍを超えて上
昇中）かつ微動、
空振が急激に増大※２

又は
・中規模な火砕流が
発生

（レベル５発表）

３ｋｍを

越える

火砕流

が発生

小～中規模
噴火

火
口

内
に
溶
岩
が

蓄
積

時
々

爆
発
的
噴
火

が
発
生

噴火の活発化
（平成23年1月26日～27日

の規模を上回る噴火）

大規模噴火噴火規模が次
第に小さくなる

連
続
噴
火
発
生

現在の
状態

数時間～数日 数時間※１

※今回の一連の活動では明瞭
なものは発生していない。

※１：短時間で進行する場合もある
※２：天候等により噴煙が観測できない場合は、微動及び空振の振幅等により判断
※３：地殻変動、地震の急激な増加の場合は噴煙が数百ｍ以下の場合もある

活動が静穏化に向かう
活動が活発化する
活動が急激に活発化
活動が元の状態に戻る

矢印は活動の進行を示す

・連続噴火により噴煙量
が増大（3000ｍを超え
上昇中）かつ微動、空
振が増大※２

（レベル４発表）

火砕流によるシナリオ（案）

・膨張を示す急激な地殻
変動が発生かつ地震の
急激な増加

（レベル４発表）

急激な地殻変動等※３

今回の一連の活動では明瞭なも
のは発生していない。

火山の状況によっては、異常が観測されずに噴火する場合もあり、レベルの発表が必ずしも段階を追って順番通りになる
とは限らない（下がるときも同様）。

数時間※１
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爆発的噴火に伴う大きな噴石※の到達範囲が広がる
噴石の到達範囲により、レベルの判断を行う
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とは限らない（下がるときも同様）。

※ 大きな噴石：弾道を描いて飛散する大きな噴石のことをいう
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発
生

現在の
状態

数時間～数日 数時間※１

※今回の一連の活動では明瞭
なものは発生していない。

※１：短時間で進行する場合もある
※２：天候等により噴煙が観測できない場合は、微動及び空振の振幅等により判断
※３：地殻変動、地震の急激な増加の場合は噴煙が数百ｍ以下の場合もある

活動が静穏化に向かう
活動が活発化する
活動が急激に活発化
活動が元の状態に戻る

矢印は活動の進行を示す

・連続噴火により噴煙量
が増大（3000ｍを超え
上昇中）かつ微動、空
振が増大※２

（レベル４発表）

火砕流によるシナリオ（案）

・膨張を示す急激な地殻
変動が発生かつ地震の
急激な増加

（レベル４発表）

急激な地殻変動等※３

今回の一連の活動では明瞭なも
のは発生していない。

火山の状況によっては、異常が観測されずに噴火する場合もあり、レベルの発表が必ずしも段階を追って順番通りになる
とは限らない（下がるときも同様）。

数時間※１

２．火砕流の到達範囲が広がるシナリオ１．大きな噴石の到達範囲が広がるシナリオ

コアメンバー会議では、再構築された噴火シナリオに基づき、
噴火警報で発表される「警戒が必要な範囲」について、関係機関が認識・イメージを共有

気象庁
噴火警報

気象庁
噴火警報
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霧島山（新燃岳）噴火時の
避難オペレーションのイメージ共有

資料３

コアメンバー会議（第3回）政府支援チーム

14

本資料中に登場する主な噴火現象

平成19年に霧島火山防災対策検討委員会が作成したハザードマップより

資料３
コアメンバー会議（第3回）政府支援チーム

15



火山性地震の活動が活発化してから
2日後の朝6時

• 大音響とともに噴火。

• 噴石（大）が火口から3km以内に飛散。

• 噴煙が連続的に噴出し、空振が断続的に発生

• 噴煙の高さは火口縁上3,000mを超え、さらに高さ
を増す様子が見られる。

• 噴火警戒レベルは3から4へ。

• 上空の北西の風に流され、火山灰や軽石等が南
東側へ降下。

関係機関はどのような対応をとるか？

噴火警戒レベル4噴火警戒レベル3 資料３
コアメンバー会議（第3回）政府支援チーム

16

レベル４のときの対応例①
噴火警戒
レベル

取るべき防災対応
（気象庁作成）

体制 対応

レベル4

（避難準備）
警戒が必要な居住地域での避難
の準備、災害時要援護者の避難
等が必要。

警戒体制

避難準備情報（避難所の開設、対象地域の災害時要援護者は
避難）
警戒区域の設定について、必要であれば気象台や鹿児島・宮
崎大学、連絡会議の意見をいただきながら検討する。

表２ 避難対象者と避難誘導責任者のリスト

番号 区・自治会等
人数

（世帯数等）
災害時

要援護者数
避難誘導責任者

（不在時の代行者）
備考

【区・自治会】

1
南狭野区皇子班

６１人
（２３世帯）

△人
（区長）

（副会長）

災害時要援護者の避難誘導
者は、施設または家族宅に
避難する。

2
花堂区上佐土班

４人
（１世帯）

△人
（区長）

（副会長）
災害時要援護者の避難誘導
者は、家族とする。

3
北狭野区西大谷班

８人
（３世帯）

△人
（区長）

（副会長）
災害時要援護者の避難誘導
者は、家族とする。

①地区ごとに避難が行えるように準備を始める ②災害時要援護者は避難を開始する
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【高原町の場合】

※移動は徒歩または自動車

資料３
コアメンバー会議（第3回）政府支援チーム
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陸上自衛隊えびの駐屯地

高原町

？

？
道路管理者

監視観測機関

レベル４のときの対応例②
資料３

コアメンバー会議（第3回）政府支援チーム
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噴火シナリオを再構築し、噴火警戒レベルの発表基準と「警戒が必要な範囲」の共通認識を確立

火山防災協議会では、噴火警報の「警戒が必要な範囲」と避難計画の「避難対象地域」を一致
させた上で、噴火警戒レベルに対応した具体的で実践的な避難計画の共同検討を推進

噴火の影響が及ぶ２県７市町にまたがる広域的な避難の計画を共同で検討できるように、
関係者（都道府県・市町村・気象台・砂防部局・火山専門家等）からなる火山防災協議会を再構築

取組② 噴火警報の対象範囲のイメージ共有

取組③ 避難計画の策定

取組① 共同検討体制の構築

霧島山（新燃岳）噴火に関する政府支援チームの活動（避難計画関係）
（内閣府､消防庁､国土交通省､気象庁等）

「噴火活動が活発化した場合の避難計画策定のガイドライン」（平成23年3月）

② 噴火警戒レベル ③ 具体的な避難計画

① 火山防災協議会

新燃岳噴火への対応として内閣府･消防庁･国交省･気象庁等は、政府支援チームを派遣し、
「火山防災協議会」、「噴火警戒レベル」、「具体的な避難計画」についての取組を進めた
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• 霧島山（新燃岳）の噴火活動が活発化した場合の避難計画策定のガイドライン

• 霧島山（新燃岳）噴火時に噴石等から身を守るために

• 霧島山（新燃岳）噴火の降灰による土砂災害に関する避難計画策定に際して
の具体的な考え方

• 霧島山（新燃岳）噴火に伴う直接的な降灰被害の防止のための降灰対策計画

• 観測・監視体制、情報共有・提供体制の構築について

20

5回のコアメンバー会議開催を経て作成された“五部作”

結びに代えて・・・
今後、ぜひ取り組んでいきたい課題

21
霧島火山防災マップ（環霧島会議、平成21年3月発行）より
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